





― ソーシャル・キャピタルの視座から ― 
Factors facilitating child-rearing: an anlysis from the 
viewpoint of social capital on Miyazu-city 




ル（以下、SC）の下位概念である地縁などの「結合型 SC」と、NPO などの「橋渡し型 SC」








前児童の全保護者 360 名中、本調査に回答のあった 285 名のうち 179 名（62.8％）が転入者
















































































































































































































































3.1.2 SC の代理変数以外のアンケートの項目 








統制変数 子育ての相談相手 次子を持つ条件 今後充実して欲しいサービス その他の変数
性 近所の人 保育サービス 子供を遊ばせる場の提供 転入か否か
年齢 町外の人 子育てできる制度 一時預かり 同居か否か
教育歴(12年以下か13年以上か) 自分の親 育児休業・時短制度 情報の提供 近隣でのどちらかの親居住









調査対象数は 360 名であり、うち 285 名から回答を得た(回収率 79.1％)。また、属
性は、表 3 の通りである。 
 
表 3 調査回答者の属性 
項目 人数 ％ 
（性別） 
男性           
女性        
欠損値     





































12 年～14 年 
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会・NPO の活動への参加」を設定している(2 値化の方法は表 1 参照)。 
 また、統制変数として「性別」（女性＝1、男性＝0）、「年齢」（40 代～60 代＝1、10
代～30 代＝0）、「教育歴」（教育歴 13 年以上＝1、教育歴 12 年以下＝0）を設定した。 








する研究」倫理審査の審査を経て、承認された（審査承認番号第 17067 号）。 
４．研究の結果 
 












と「町内会自治体への参加」の 3 つであった。 
SCの型 代理変数 子育てのしやすさ 子育ての環境に満足
結合型 地域内信頼 0.000 0.000
橋渡し型 地域外信頼 0.200 0.005
認知的 互酬性 0.000 0.141
認知的 近所づきあい 0.193 0.251
結合型 町内会自治会への参加 0.341 0.000
橋渡し型 地域外の趣味の会への参加 0.437 0.302
橋渡し型 地域外のスポーツ団体への参加 1.000 1.000
橋渡し型 地域外のNPO団体への参加 0.289 0.289
垂直型 業界政治団体への参加 0.797 0.226








ロジスティック回帰分析を行った結果は、以下の表 5、表 6 の通りである。 
 
説明変数 オッズ比
年齢 1.764 0.70 ～ 4.48
性別 0.353 0.07 ～ 1.77
教育歴 0.722 0.31 ～ 1.69
地域内信頼 0.089 0.04 ～ 0.21











年齢 0.787 0.38 ～ 1.65
性別 0.777 0.20 ～ 3.10
教育歴 0.718 0.36 ～ 1.43
地域内信頼 0.292 0.14 ～ 0.60




4.3   調査結果の考察 









した」にも弱い相関関係があった（pearson の相関係数 0.137）(5)。回答者総数 285 名

















































































Fujiwara T, Natsume K. (2012) Do home-visit program for mothers with infants reduce parenting stress 





                                                   
(1) ＳＣは目にみえないものであるため、実証研究においてＳＣを測る際には、その代理変数が必要になる。 
(2) 愛知老年学的評価研究（Aichi Gerontological Evaluation Study:AGES）として主に愛知県内の要介護状態に
ない高齢者を対象として始まったプロジェクトが、2010 年には全国にその調査対象を広げた研究グループ。研究
代表者は、近藤克則千葉大学医学部教授。現在は、全国 39 自治体の要介護状態にない高齢者約 20 万人を対象と
し、公衆衛生学（社会疫学）、作業療法学、栄養学、経済学、開発学、社会学、心理学、教育学、社会福祉学など、














(6) 川島典子（2020）『ソーシャル・キャピタルに着目した包括的支援―結合型 SC の「町内会自治会」と橋渡し
型 SC の「NPO」による介護予防と子育て支援』晃洋書房、pp.64 -93、pp.143-147。 
(7) 「子育てしやすい」（pearson の相関係数 0.135）、「子育ての環境に満足」（pearson の相関係数 0.144）。 
(8) 相関分析で弱い正の相関関係がみられ（pearson の相関係数 0.216）、統制変数を投入してロジスティック回帰
分析を行っても有意な関連は消えなかった。 
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